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研究成果の概要（和文）：本研究は、わが国で近時議論が生じている、自招侵害における正当防衛の制限につい
て検討したものである。
一方で、ドイツ法を参照し、被侵害者が事前に侵害を誘発する先行行為を行っている場合には、衝突状況を解消
するために、被侵害者は退避及び軽微な侵害の甘受すべきであるとの帰結を導いた。他方で、アメリカ法を参照
し、事前に違法な先行行為がなくとも、事前に侵害を十分に予期しており、かつ自らの対抗行為が生命侵害を伴
うなどの重大なものになることをも予期している場合には、被侵害者に事前の侵害回避が要請され、その侵害回
避を行わずに、予定された対抗行為を実現した場合も、正当防衛としては認められない、との帰結を導いた。

研究成果の概要（英文）：This study examines the restriction of self-defense against provoked 
assault, which has recently been discussed in Japan.
On the one hand, referring to German law, this study led to the conclusion that where a assailed 
person previously committed a prior act that induced the assault of aggressor, he or she should 
retreat and be subjected to minor infringement in order to resolve the situation of collision. On 
the other hand, referring to US law, this study led to the conclusion that, even if there was no 
illegal prior act, a assailed person should avoid the assault of aggressor in advance when he or she
 fully anticipated the assault in advance and anticipated that his or her countervailing act would 
be deadly force, and therefore if he or she  realizes the intended countervailing act without 
avoiding the assault, the act should not be recognized as self-defense.

研究分野：刑事法

キーワード： 正当防衛　侵害回避義務　退避義務　自招侵害

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
広義の自招侵害における正当防衛制限の要件及び効果の問題は、最決平成20年5月20日刑集62巻6号1786頁及び最
決平成29年4月26日刑集71巻4号275頁を契機に、わが国において近時、非常に重要性を有している。
本研究においては、ドイツを主とする大陸法およびアメリカ法を参照することにより、わが国では必ずしも明ら
かとされてこなかった、広義の自招侵害の類型化（自招侵害類型と侵害予期類型への類型化）、正当防衛制限の
要件及び効果を明らかにされた。
これらの成果により、広義の自招侵害類型の処理について、裁判実務に、より具体的な指針を提供することが可
能となると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
（１）正当防衛は、条文上明示されていないものの、挑発行為等の自らの行為によって招致し
た侵害に対する防衛行為については、正当防衛の成立が否定あるいは制限されるとの理解が定
着している。しかし、いかなる場合に、いかなる形で否定・制限されるのかについては、議論
の一致がなく、昏迷状態と言わざるを得なかった。そのような中、最決平成 20年 5月 20日刑
集 62巻 6号 1786頁の登場により、実践的にも自招侵害における正当防衛制限の要件・効果の
具体化が強く要請されるようになっていた。さらに、研究開始後に、最決平成 29年 4月 26日
刑集 71巻 4号 275頁も登場し、その要請はより強まっていた。 
 
（２）特に重要となっていたのは、従来のわが国の議論においては、自招侵害における正当防
衛制限の問題を一元的な枠組みで解決する傾向がみられたが、上記二つの最高裁判例からも窺
えるように、自招侵害とされる問題状況は多様であり、正当防衛を制限する観点にも複数の問
題があり得るのではないか、という問題意識であった。 
 
２．研究の目的 
（１）それゆえ、本研究の目的は、広く自招侵害と呼ばれている状況の中で、いかなる場合に、
いかなる形で正当防衛の成立が否定あるいは制限されるのか、すなわち自招侵害における正当
防衛制限の要件及び効果を具体化し、ひいては裁判実務への指針を示すことを目的とした。 
 
（２）その際には、正当防衛を制限する観点は一元的に把握される必要はない（むしろ把握さ
れるべきではない）という問題意識の下、自招侵害と呼ばれる問題状況を類型化し、それぞれ
の類型において正当防衛制限を正当化する理論的根拠を明らかにし、それに基づいて制限の要
件及び効果を導くことを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 以上のような、研究開始当初の背景及び研究の目的から、本研究では、自招侵害状況におけ
る正当防衛制限を正当化するための多様な観点を検討する必要があった。従来のわが国の研究
に、自招侵害における正当防衛制限の問題を一元的な枠組みで解決する傾向がみられたのは、
大陸法あるいはアメリカ法のいずれかのみを取り扱うものが多数であったためであると思われ
る。そのため、本研究では、まずわが国の議論状況の整理と行った後に、ドイツを主とする大
陸法及びアメリカ法との比較法研究を行った。そして、その比較法的研究から得られた示唆に
基づいて、わが国における解釈論を発展させることとした。 
  
４．研究成果 
（１）一方で、ドイツ法を参照点とすることで、被侵害者が事前に侵害を誘発する先行行為を
行っている場合には、一定の負担を負いつつ衝突状況を解消することが被侵害者に要求され得
るという観点を見出し、その類型を狭義の自招侵害類型とし、（原則として違法な）先行行為と
それと法的因果関係のある侵害の存在を要件に、被侵害者は退避及び軽微な侵害を甘受すべき
という法的効果が生じ、その負担を負わずに行った対抗行為は正当防衛と認められないとの帰
結を導いた。この場合には、（後述の侵害予期類型とは異なり）事前に侵害を必ずしも予期して
おらずとも、みずからの先行行為に基づいて侵害者の侵害が誘発されているということから、
正当防衛の制限が正当化されるのである。 
 
（２）他方で、アメリカ法を参照点とすることで、必ずしも事前に違法な先行行為がなくとも、
事前に侵害を十分に予期しており、かつそれに対する自らの対抗行為が生命侵害を伴うなどの
重大なものになることをも予期している場合には、例外的に事前の侵害回避が要請され、その
侵害回避を行うことなく侵害現場に赴くあるいは留まり、予定された対抗行為を実現した場合
も、正当防衛としては認められない、との帰結を導いた（侵害予期類型）。これは、たしかに（前
述の狭義の自招侵害類型と異なり）侵害を誘発する先行行為は見られないものの、広義の自招
侵害類型ではない通常の正当防衛状況において、自らの対抗行為が致命的なものになる場合に
は、（たとえ被侵害者に何らの落ち度がないとしても）例外的に被侵害者には退避が要請され得
るのであるとすれば、その前倒しとして、事前の侵害回避も要請されうる、という理解に基づ
く。通常の正当防衛状況における退避要請については、ドイツ法及びそれを参照するわが国の
従来の議論において懐疑的な見方が強かったが、たとえ正当防衛を権利行為と捉え、侵害を排
除するために必要最小限度の行為が許されることが原則であると理解を前提としても、被侵害
法益と対抗行為により侵害者に生じるであろう不利益との間に著しい不均衡がある場合には正
当防衛の成立が制限されるという一般的な議論に鑑みれば、その延長線上に、被侵害者への退
避要請を位置付けることが可能であり、そしてそうであるとすればさらにその前倒しとして、
被侵害者への侵害回避要請を位置付けることも可能である、との帰結に至った。 
 
（３）そして、これらは、事前の先行行為により自ら侵害状況を作出したという観点と、侵害
状況及び致命的対抗行為となることを十分に予期していたという観点という、別個独立の相互
に両立可能な観点であることは明らかであり、いずれかの要件を充足する場合には、正当防衛



が制限・否定されることになる、との帰結を導いた。 
 
（４）本研究は、従来のわが国の議論において、自招侵害における正当防衛制限の問題を一元
的な枠組みで解決する傾向がみられたことに一石を投じ、ドイツ法及びアメリカ法を参照する
ことで、少なくとも狭義の自招侵害類型と侵害予期類型という、二つの別個独立の正当防衛制
限法理が存在することを明らかにし、それに基づく正当防衛制限の要件・効果を可能な限り具
体化したものである。これらの成果は論文および学会における報告により、広く公表された。 
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